




藤 内 和 公   
最高裁ニノト平成13年6月22日判決（平10（オ）555号 地位確認等請求上告）トーコロ事  
件（労判808号11頁）¶上告棄却  
【要  旨】   
一 本件では時間外労働協定の労働者側当事者が労働者の過半数を代表する老とは認めら   
れず，したがって労使協定は無効である。  




被・控訴人 被上告人）はYに，電算写植機オペレーターとして，平成3年7日より雇用さ  
れている。採用面接の際に，ⅩはYから，「Yの業務は学校の卒業アルバムの制作であり，  
納期は絶対に守らなければいけない」との説明を受けた。Ⅹは入社と同時にYの役鼠 従  





























同僚の意見を求めたが，lt」僚からはⅩの行動につき批判的な意見が出された。1几 Ⅹは  
眼精疲労であるという医師の証明書を提出し，以後，残業をしなくなった。   
2月，Ⅹは社長に呼び出され，協調性がないこと，残業を拒否したこと等を理山に解雇  
を通告された。そこで，解雇を不服としてⅩが提訴した。裁判で，ⅩはYの三六協定が無  
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【検  討】   
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体である場合を前提に検討する。   
まず，代表者の適格性では，たとえば投票の結果，卜級管理職が親睦団体代表に選出さ  
れた場合明こは，それらの者は労働者側過半数代表としては適格性に欠ける（労基則6条の  
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379時間外労働協定の労働者側当事者が労働者の過半数を代表する者とは認められず，労使協定が無効とされた例   
ある。  
（2）例えば，労旬1218サの特集などでユ  
（3）藤内和公「時日『外・休日労働」什l呵封・・南外降令舶『労働時間法論』（1990年，法律文化杜）164   
貞以F。  
（4）三六協定締結の労働者側1ヰ諸が過斗数代表者であるとき，選出方法として従業員会・朴月会   
などの親睦団体代表かそれになっている比ヰ；は17％ないL14％である誹労使協定における過半数   
代表ノ糾こ関する調査研究会報子㌧』（1989年）7日，JIL調査研究報告書88『無組合企業の労使関   
係』（1996年，R本労働研究機構）88頁参照。なお，これらの従業員組織に札束や役員が含まれて   
いる比率は，6割台ないし46％である。・要するに，親峰川体の約十数は労使混成団体であり，残   
る半数が従業艮柑休である。JIL報砦苦84軋 火京肛、工労働研究所編『中小企業における従業   




（7）これには2つの見解かあり，・－力1ま，過桁」件要件につき，親睦会が使用者に対して独立性を有   
することを要什とする。東京大一、アンソJ・働法朝頂忠雄注釈労働時間法』（1∈柑0年，有斐閣）35頁。他方   
は，代表選山r・統が民主的であること，：う6条のウj■働署にあたると解される仝労働者の週十数によ   
って代表が信什されていること，選山千純が二六協定酢紺二近接しノて行われていること，三六協   
定が締結される旨が代表選出手続で明示されていることなどの要什により有効とするL－ 小西t前   
掲論文120iTく。  
は）このような場合の効力につき∴羊説の対立がある「，…んで、安西・前掲書55り貞以下は有効とみ，   
他方で，束京大学労働法排究全編・1拓阻害35頁は不適格であるとL，親陣団体と別に代表を選出   
することを求めるし，  
（9）親腫世休の全長の13％は社長，11％は社長以外の経営酢灘，25％は部課長などの管理職であるっ   
東京都二立労働研究所編・前掲書49氏、  
（10）親睦同体の役員・選出方法は，「話し合いで選ばれる」が親陣l』休全体の43ヲ占，「最終的に選挙で   
選ぶ」は21％，「前役月が選ぶ」が11％，「f．1■＝ら1申）でなる」が11％，「社長や会社側が選ぶ」が5   
％である。束京都カニ労働研究所編・前掲杏50真‖  
（11）ドイツの事業所組織法で従業員代表を一般従某巨iと管坤職に分け，管理職につき，管理職代表   
委員会という形で一般従業員とは別の利益代去を定めていることの】至計1二lの一・つはここにある（，  
（1か 向旨，浜Ⅲ・前掲論文14頁，束京人！、㌢労働法研究会編・前掲書36頁。  
（とうない・かずひろ）  
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